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はじめに 

無電柱化とは、電線類を地中に埋設する等の方法により、道路上から電柱を無くすことであり、都市防

災の向上や安全で快適な歩行空間の確保、良好な都市景観の確保等につながる施策として重要である。 

特に、近年では災害時に倒壊した電柱が救急活動に支障を来す危険性が指摘されており、阪神・淡路大

震災（平成 7年）や東日本大震災（平成 23年）以降、能登半島地震（令和 6 年）など多数の電柱が被害

を受け、倒壊した電柱が生活物資の輸送や緊急車両の通行を阻害したと報告されている。茨城県におい

ても、東日本大震災のほか、つくば市の竜巻による被害（平成 24年）や関東・東北豪雨による被害（平

成 27年）など、多数の電柱の被害報告がある。 

また、高齢化の進展や、生活道路における通学児童や自転車などの交通事故に占める割合が増加してい

ること、観光周遊人口が増加していることなどを受けて、より安全で快適な歩行空間や自転車が通行し

やすい道路空間の確保が求められている。 

 

このような社会的な機運の高まりから、無電柱化の推進に関する施策を総合的、計画的かつ迅速に推進

すること等を目的として「無電柱化の推進に関する法律（以下、「無電柱化法」という。）」が平成 28年に

成立、施行された。 

無電柱化法第 8条においては、国の策定する無電柱化推進計画（及び都道府県無電柱化推進計画）を基

本として、都道府県（市町村）の区域における無電柱化の推進に関する施策についての計画である都道府

県（市町村）無電柱化推進計画の策定を都道府県（市町村）の努力義務として規定している。 

国の無電柱化推進計画は、平成 30 年 4 月に 3 か年の計画として策定されたのち、令和 3 年 5 月には 5

か年の新たな計画が策定され、公表されたところである。 

 

 笠間市内では、現在、国事業として国道 50 号（寺崎地内）、県事業として県道平友部停車場線（友部駅

前地内）の無電柱化事業が進められており、市道においても緊急輸送道路などの無電柱化の推進が求め

られる。 

 

本計画は、国や県の無電柱化推進計画の策定を踏まえ、本市における今後の無電柱化の基本的な方針、

目標、施策、優先的に取組む箇所などを定めるものである。 
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１. 無電柱化の目的 

無電柱化を図ることにより、安全に、安心して生活できる環境が整備され、また、街並みが整うこ

とにより、本市の魅力が増すことになる。 

無電柱化の意義を踏まえ、本市では、以下の 3 点を目的として国や県、関係事業者と連携して無電

柱化を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）安全で快適な歩行空間の確保 

 歩道上の電柱は道幅を狭め、歩行者だけでなくベビーカーや車いすの通行の妨げになることが

ある。歩道の幅員を確保するとともに、電柱類を地中化して歩行空間のバリアフリー化を図る。

 

 

整備後 

出典：国土交通省ホームページ

（１）防災機能の強化 

 台風や地震などの災害時に、電柱が倒れたり、電線

が垂れ下がったりするといった危険がなくなる。 

倒れた電柱に道をふさがれることがないため、災害

時の緊急車両の通行もスムーズになる。 

 

出典：茨城県ホームページ

■石岡つくば線（つくば市） 
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（３）良好な景観の創出 

 地上にはりめぐらされた電線類が道路の下に収められるため、美しい街並みが形成される。 

 

■上水戸停車場千波公園線（水戸市） 

 

■那珂湊大洗線（大洗町） 

 

出典：茨城県ホームページ
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２. 計画の位置づけ 

 無電柱化法第 8 条第 2項では、国及び県の無電柱化推進計画を基本として、市の区域における 

無電柱化推進に関する施策についての計画を定めるよう努めなければならないと規定している。 

そのため、笠間市無電柱化推進計画は、無電柱化法第 8 条第 2 項に基づき、市内の無電柱化を計

画的に推進するため、国・県が定める無電柱化に関する計画を基本とし、市で定めるまちづくりや都

市計画に関する上位計画及び関連計画を踏まえ定めるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

笠 間 市 無 電 柱 化 推 進 計 画

連携 

無電柱化推進計画 

（令和 3 年 5 月改定 

国土交通省） 

国・県 

上位計画 

茨城県無電柱化推進計画 

（令和 4 年 3 月改定 茨城県） 

市

上位計画 

笠間市都市計画マスタープラン 

（令和 4 年 3 月改訂） 

笠間市第 2 次総合計画 

将来ビジョン 

（2017～2026 年度） 

笠間市第 2 次総合計画 

後期施策アクションプラン 

（2022～2026 年度） 

市 

笠間市国土強靭化地域計画 

（令和 6 年 3 月改訂） 

関連計画 

笠間市地域防災計画 

（令和 5 年 3 月） 

笠間市立地適正化計画 

（令和 2 年 3 月） 

笠間市景観計画 

（令和 3 年 3 月） 

無
電
柱
化
法 

笠間市交通安全計画 

（令和 3 年 6 月） 
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３. 基本的な方針 

 

（１）市内における無電柱化の現状 

市内における無電柱化は、道路管理者である国、県、市町村、電力・通信事業者、警察などの関係

機関（以下、「関係機関」という。）の協力の下、電線共同溝の整備や要請者負担方式による地中化が

進められており、令和 5年度末現在、国道 50号（0.75km）、県道平友部停車場線（0.32km）において

電柱類の地中化が進められている。 

 

（２）対象道路 

本計画における無電柱化の対象路線は以下のとおりとする。 

なお、対象となる道路は、防災対策・バリアフリー化・国、県事業連携・DID 地区（人口集中 

地区）等の基準から選定している。 

 

〔優先路線〕 

・市道（友）1級 13 号線（平友部停車場線交差から市道（友）1級 18 号線交差まで）

（L=0.4km） 

〔候補路線〕 

・市道（友）1319 号線 外 12 路線（P.13 の表に示す。） 

 

（３）目標 

本計画に基づき、市が取り組む施策の目標を以下のとおりとする。 

 

・市道（友）1級 13 号線（平友部停車場線交差から市道（友）1級 18 号線交差まで）の 0.4km 

を整備する。 

   ・候補路線は、順次整備箇所を検討していく。 

 

（４）計画期間 

令和 7年度から令和 16年度までの 10 年間とする。 
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４. 無電柱化推進のための施策 

無電柱化の着実な推進を図るため、3.に示した基本的な方針の下、以下の様々な具体施策を総合

的かつ計画的に講ずる。 

 

（１）無電柱化事業の実施 

電線共同溝方式を基本として無電柱化を推進することとし、事業の実施にあたっては、電線管理者

や地元住民等と十分協議した上で進める。事業区間として約 7 年～10 年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

利点 課題 

・道路の防災性の向上 

・安全で快適な通行空間の確保 

・良好な景観形成 

 

・整備費用は約 5.3 億円／㎞※を要し、コストが 

高い 

・整備に時間がかかる 

・歩道が狭あいな場合に地上機器の設置が課題

（民地側用地活用等） 

※出典：市街地開発事業における無電柱化推進のためのガイドライン【Ver.1.1】（令和 5年 6月） 
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①無電柱化事業の実施 

道路及び沿道の利用状況等を踏まえ、道路の掘り返しの抑制が特に必要な区間において、電線共

同溝等の整備を進める。電線共同溝の整備に際しては、収容する電線類の量や道路交通の状況、既

設埋設物の状況等に応じ、メンテナンスを含めたトータルコストにも留意しつつ、低コスト手法で

ある浅層埋設方式や小型ボックス活用埋設方式を積極的に採用する。 

 

 

電線共同溝方式（イメージ） 低コスト手法 

 

 

 

 

 

 

 

 

浅層埋設方式 小型ボックス活用埋設方式 

  

近年最も多く採用されている手法で、 

道路の地下に電力線等まとめて埋設

し、各戸へ地下から電気や通信情報を

供給する整備手法 

 

 

管路の浅層化により、掘削

範囲が削減され、コスト縮

減と工期短縮が可能 

管路の代わりに小型ボック

スを活用し、より浅い埋設

が可能 

 

出典：茨城県無電柱化推進計画 

 

②単独地中化方式 

無電柱化の必要性の高い道路のうち、電線共同溝の整備を行わない道路については、電線管理者

に単独地中化方式による無電柱化を要請する。単独地中化の実施に際しては、地域住民等の合意形

成等無電柱化の円滑な実現のため、積極的に協力する。 

 

③軒下配線方式・裏配線方式 

沿道地権者の合意が得られる道路においては、低コストで無電柱化を実施可能な軒下配線方式や

裏配線方式による整備を進める。 

上記の事業手法の他、必要な場合は自治体管路方式による整備を行うとともに、要請者が負担す

る要請者負担方式による無電柱化が実施される場合は、円滑に進むよう支援する。 
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（２）新設電柱の抑制 

無電柱化法第 12 条を踏まえ、道路事業や市街地開発事業等の実施に際しては、一体的に無電柱

化を行う同時整備について、電線管理者と合意形成を図りながら検討し、無電柱化を効率的に実施

するよう努める。 

 

（３）コスト縮減の推進 

関係機関が連携し、計画、設計、工事等の各段階において以下の取組を進めるとともに、新たな

低コスト手法の開発状況や、設計要領等における低コスト手法の標準化など、国や県の動向を踏ま

え、整備コストの縮減に取り組む。 

 

①多様な整備手法の活用 

地中化により無電柱化を実施する場合は、収容する電線類の量や地域における需要変動の見込み、

道路交通の状況、既設埋設物の状況等に応じ、メンテナンスを含めたトータルコストにも留意しつ

つ、低コストである浅層埋設や小型ボックス構造、角型多条電線管等、様々な手法を比較し、現場

に応じた最適な手法によりコスト縮減を図る。 

 

②施工方法等の工夫 

昼間工事の拡大、仮埋め戻しが不要又は低コストとなるよう施工方法や仮設の工夫を検討する。 

 

③新技術・新工法の活用 

「新技術情報提供システム（ＮＥＴＩＳ）」の活用等により、新技術を積極的に活用する。 

 

（４）事業の期間短縮 

無電柱化の事業完了までの期間短縮を図るため、以下の取組を行う。 

 

①発注の工夫 

各工事の同時施工や事業調整の円滑化により事業期間を短縮するため、包括発注、ＰＰＰ活用、

一括施工発注等について検討する。 

 

②民間技術の活用促進 

民間の技術・ノウハウや資金の活用及びＰＦＩ手法の採用について検討する。  

電線管理者等が既設の地中管路等を有する場合には、これらの既存ストックの活用が可能か検討

し、効率的に無電柱化を実施する。 

 

③地域の合意形成の円滑化 

低コスト手法や軒下配線・裏配線を含む事業手法の選択、地上機器の設置場所等について、地域

の合意形成の円滑化を図る。  
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（５）メンテナンス・点検及び維持管理 

近年の激甚化する災害を踏まえ、施設の健全性の維持を図る。 

 

①災害に強い設備の検討 

ハザードマップによる洪水・浸水が予測される地域、液状化が予想される地域で対応が難しい場

合は、柱状型変圧器や軒下配線などの手法を検討する。 

 

②メンテナンス・点検及び維持管理 

電線共同溝のメンテナンスや点検等について、国や県の動向を踏まえながら、適切な維持管理に

努める。 
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（６）関係者間の連携の強化 

 

①推進体制 

無電柱化の推進のためには地元関係者の理解協力が不可欠であり、特に地元への事業説明に際し

ては、道路管理者、及び電線管理者が一体となった取り組みを推進する。 

なお、必要に応じ、地元関係者や道路管理者、電線管理者の協力を得て、地元協議会等を設置し、

低コスト手法や軒下配線・裏配線を含む事業手法の選択、地上機器の設置場所等の決定等に関して

議論の場を設け、地域の合意形成の取り組みを推進する。 

 

②工事・設備の連携 

道路事業等のほか、ガスや上下水道等の地下埋設物の工事が実施される際は、道路工事連絡調整

会議等関係者が集まる会議等を活用し、工程等の調整を積極的に進める。 

なお、地下埋設物の工事に併せて無電柱化を行うことが効率的であることから、計画段階から道

路工事連絡調整会議等を活用して同時施工を検討する。 

 

③民地等の活用 

道路空間に余裕が無い場合や良好な景観形成等の観点から道路上への地上機器の設置が望まし

くない場合においては、地上機器の設置場所として、学校や公共施設等の公有地や公開空地等の民

地の活用を、管理者の同意を得て進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：無電柱化事業における合意形成の進め方ガイド（案）（R5.7） 

 

④他事業との連携 

無電柱化の実施に際し、地域の課題を踏まえ、交通安全事業など他の事業と連携して総合的、計

画的に取り組むよう努める。また、側溝の活用など道路施設の多機能化について検討を進める。 

 

  

（民地への地上機器設置例（JA 常陸 友部支部）） （街路灯との共用柱にトランスを設置した例（ソフト地中化）） 
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５. 施策を推進するために必要な事項 

 

（１）広報・啓発活動 

無電柱化の重要性に関する市民の理解と関心を深め、無電柱化に市民の協力が得られるよう、無電

柱化の実施状況、効果等について、市の広報誌やホームページ等を活用して周知し、理解を広げる。 

 

（２）無電柱化情報の共有 

国や県と連携し、無電柱化に関する情報収集に努めるとともに、本市の取組について国や県、関係

事業者等との共有を図る。 

 

（３）国の技術的支援の活用 

無電柱化事業の流れや、技術的な課題・疑問等への対応について、関東地方整備局に設置されてい

る無電柱化ワンストップ相談窓口を積極的に活用する。 
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石岡市
小美玉市

水戸市

城里町

茂木町

笠間芸術の森公園

道の駅かさま

涸沼川浄水場

友部IC

笠間警察署

笠間市消防本部

岩間IC丸全水戸運輸(株)岩間倉庫

県立中央病院友部駅

（友）1級13号線笠間西IC
笠間PA

愛宕神社

笠間稲荷神社

⑦

⑪

⑧

⑩
⑨

③

④

⑫

国道50号
（国事業にて整備中）

⑬
茨

城
町

桜
川

市

⑤立川
記念病院

②

笠間
市役所⑥

①

笠間市無電柱化推進計画　対象箇所位置図

凡 例
防災拠点(Aランク)

防災拠点(Bランク)

防災拠点(Cランク)

観光資源

無電柱化

優先整備路線

無電柱化

優先整備候補路線

国・県事業

無電柱化区間
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石岡市
小美玉市

水戸市

城里町

茂木町

茨

城
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川

市

立川記念病院

笠間芸術の森公園

道の駅かさま

涸沼川浄水場

友部IC

笠間警察署

笠間市消防本部

岩間IC
丸全水戸運輸(株)岩間倉庫

笠間西IC

笠間市役所

県立中央病院

笠間市緊急輸送道路網図

凡 例

第1次緊急輸送道路

第2次緊急輸送道路

第3次緊急輸送道路

防災拠点(Aランク)

防災拠点(Bランク)

防災拠点(Cランク)

⑦

⑧

①

⑤

⑥

②

④
③

(1)防災対策

笠間市内の緊急輸送路は以下のとおり。
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石岡市
小美玉市

水戸市

城里町

茂木町

茨

城
町

桜
川

市

立川記念病院

笠間芸術の森公園

道の駅かさま

涸沼川浄水場

友部IC

笠間警察署

笠間市消防本部

岩間IC
丸全水戸運輸(株)岩間倉庫

笠間西IC

笠間市役所

県立中央病院

無電柱化優先整備路線(防災対策)

凡 例

第1次緊急輸送道路

第2次緊急輸送道路

第3次緊急輸送道路

防災拠点(Aランク)

防災拠点(Bランク)

防災拠点(Cランク)

一般市道

①

④

⑦
⑤

⑥

③

②

⑨

⑧

笠間市内の緊急輸送路のうち、笠間市が管理する道路を抽出。

(1)防災対策
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無電柱化優先整備路線（バリアフリー化）

立川記念病院

笠間市役所

県立中央病院

（友）1級6号線
（友）1級18号線

（友）1319号線

友部駅

一般県道友部内原線

一般県道平友部停車場線

（友）1級13号線

　　　　重点整備地区
　　　　特定道路に該当する道路（一般都道府県道）
　　　　特定道路に該当する道路（市町村道）

凡例

(2)バリアフリー化
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市道（岩）Ⅰ級15号線

愛宕神社

笠間市消防本部

笠間警察署

笠間芸術の森公園

笠間稲荷神社

市道（笠）3592号線

国道50号

笠間駅

国道355号
国道355号

笠間支所

市道（笠）2336号線

市道（笠）2350号線

無電柱化優先整備路線（景観性向上）(3)景観性の向上
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（友）1級13号線

県道平友部停車場線

（県事業で整備中）

茨城県無電柱化推進計画　抜粋

(4)県事業連携
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(友)1級6号線



DID地区

（友）1319号線

（友）1級18号線
（友）1級6号線

(5)DID地区

（友）1級13号線
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資料編

計画策定の経過

令和 6年 5月 16 日(木)

県道友部内原線～市道（友）1級 13号線 現地確認の様子

県道友部内原線
～市道（友）1級13号線

市道（友）1級13号線

市道（友）1級13号線 NTTｲﾝﾌﾗﾈｯﾄ㈱

笠間市建設課

茨城県道路維持課

水戸土木事務所

笠間市水道課
令和6年5月16日(木)

笠間市建設課

NTTｲﾝﾌﾗﾈｯﾄ㈱

笠間市建設課

東京電力PG

笠間市建設課

笠間市下水道課

打合せ

笠間市役所

笠間市役所

現地確認

県道友部内原線

出席者

茨城県道路維持課

令和6年6月17日(月) 打合せ 笠間市役所

笠間市建設課

水戸土木事務所

場所種別

打合せ

打合せ

対象路線

県道友部内原線

市道（友）1級13号線

日時

令和6年4月12日(金)

令和6年9月9日(金)

令和6年4月24日(水)
市道（友）1級13号線

県道友部内原線

市道（友）1級13号線

-20-
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